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貸 借 対 照 表 
 

（2024年４月30日現在） 
（単位：千円) 

 

科     目 金   額 科     目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  
流 動 資 産 7,033,475 流 動 負 債 5,223,840 

現 金 及 び 預 金 814,509 買 掛 金 2,180,886 
売 掛 金 1,790,484 未 払 金 758,888 
商 品 2,342,045 未 払 費 用 91,602 
貯 蔵 品 8,330 リ ー ス 債 務 99,014 
前 払 費 用 219,456 未 払 法 人 税 等 30,843 
未 収 入 金 1,804,292 未 払 消 費 税 等 161,325 
立 替 金 501,301 契 約 負 債 1,434,083 
そ の 他 9,563 預 り 金 268,854 
貸 倒 引 当 金 △ 456,507 賞 与 引 当 金 162,099 

  製 品 保 証 引 当 金 26,370 
固 定 資 産 4,364,090 そ の 他 9,871 
有 形 固 定 資 産 2,167,890   
建 物 1,448,958 固 定 負 債 5,772,320 
構 築 物 63,067 長 期 借 入 金 3,351,200 
車 両 運 搬 具 0 退 職 給 付 引 当 金 1,444,371 
工 具 器 具 備 品 111,837 リ ー ス 債 務 422,376 
土 地 212,398 資 産 除 去 債 務 503,867 
リ ー ス 資 産 329,822 そ の 他 50,504 
建 設 仮 勘 定 1,805   

    
無 形 固 定 資 産 102,118   
借 地 権 8,682 負 債 合 計 10,996,160  
商 標 権 884 （純 資 産 の 部）  
ソ フ ト ウ ェ ア 48,840 株  主  資  本 401,405 
ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｴ ｱ 仮 勘 定 7,665 資  本  金 100,000 
電 話 加 入 権 36,044 資 本 剰 余 金 855,139 

   その他資本剰余金 855,139 
投 資 そ の 他 の 資 産 2,094,081 利 益 剰 余 金 △54,436 
長 期 未 収 入 金 76,403 そ の 他 利 益 剰 余 金 △54,436 
敷 金 及 び 保 証 金 1,811,325  繰 越 利 益 剰余 金 △54,436 
長 期 前 払 費 用 19,052 自 己 株 式 △ 499,297 
繰 延 税 金 資 産 233,746   
そ の 他 42,725   
貸 倒 引 当 金 △ 89,171 純 資 産 合 計 401,405 

資 産 合 計 11,397,566 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,397,566 
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1. 重要な会計方針に係る注記 

 (1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商  品 ………………… 総平均法 

貯 蔵 品 ………………… 個別法 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 …………………… 定率法 

(リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法を採用してお

ります。平成28年４月1日以降取得の建物附属設備

及び構築物は定額法を採用しております。 

無形固定資産 …………………… 定額法 

(リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

リース資産      ………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 
 
 （3）重要な引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

 
② 賞 与 引 当 金 ………… 従業員に対する賞与の支給に充てるため、当事業年

度末までに支給額が確定していない従業員賞与の支

給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額を計上

しております。 

③ 製 品 保 証 引 当 金 ………… 販売した製品の無償アフターサービス及び無償修理

費の支出に備えるため、過去の実績に基づいて必要

額を計上しております。 

 

（4）その他計算書類作成のための重要な事項 

① 退職給付に係る会計

処理の方法 

………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度におけ

る退職給付債務の見込額を計上しております。な

お、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（３年）による定額法

により翌期から費用処理しております。 

 

 

2. 当期純損益金額 

503,278千円 

以上 


